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1 はじめに 
 システム開発において作成する設計書の品質

担保のために，設計書が満たすべき条件をチェ

ック項目にしたチェックリストを用いてレビュ

ーすることが効果的である[1]．図 1 にチェック

リストの一例を示す．しかし，設計書が各チェ

ック項目の条件を満たしているか否かを判定す

るためには，各チェック項目に関する設計書中

の該当記載箇所を探して内容を確認する必要が

あるため，対象の設計書やチェック項目が多い

場合にレビュアの作業負荷が大きいという課題

がある．本研究では，チェックリストを用いた

設計書レビューの支援を目的とし，チェック項

目毎に事前定義した特徴語に基づく判定ルール

によりチェック項目に関する設計書中の該当記

載箇所を特定し提示する手法を提案する． 

2 提案手法 
提案手法は(1)判定ルールの作成，(2)設計書

の分割，(3)チェック項目に関する該当記載箇所

の特定，(4)マトリクス形式による結果の提示，

からなる(図 2)．(1)は事前準備として人手で実

施する．(2)～(4)は設計書レビュー時にツール

が自動的に処理する．以下，それぞれの内容に

ついて説明する． 

2.1. 判定ルールの作成 

チェックリストの各チェック項目について，

該当記載箇所を特定するための判定ルールを定

義する．判定ルールは，該当記載箇所が含んで

いる可能性が高い単語である「特徴語」と，該

当記載箇所が必ず含んでいるべき単語である

「必須語」からなる．判定ルールの一例を図 3に

示す．本研究では，チェック項目の内容から想

起した単語や設計ガイドラインや過去のベスト

プラクティス設計書から抽出した単語をもとに

人手で特徴語と必須語を定義した． 

2.2. 設計書の分割 

レビュー対象設計書の文書構造を解析し，章

節や図，表などの小さな単位に分割する．文書

構造の解析には[2]などの既存の手法を用いる． 
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2.3. チェック項目に関する該当記載箇所の特定 

(2)で作成した設計書のそれぞれの分割単位に

対し，(1)で作成した判定ルールを適用すること

で，各チェック項目に関する設計書内の該当記

載箇所を特定する． 

具体的には，以下の手順で行う． 

① 分割単位内のテキストが判定ルールに定義

された必須語を含むかどうかを判定する．

必須語を含む場合，手順②に進む．必須語

を含まない場合，分割単位はチェック項目

に関する該当記載箇所ではないと判定する． 

② 分割単位内のテキストと判定ルールに定義

された特徴語を突合し，以下の式(1)により

チ ェ ッ ク 項 目 に 関 す る 該 当 ス コ ア

NO チェック項目 合否判定結果 該当記載箇所

１ システムの目的が明記されているか OK 1.1 システム概要

２ 前提条件としてハードウェア構成が明記されているか NG

３ 機能一覧が明記されているか OK 2.1.1 機能要件

４ 入出力項目仕様が明記されているか OK 3.1.2 入出力

・・・ ・・・

設計書レビュー時に
レビュアが記入

判定ルール

事前準備

設計書(1) 判定ルールの作成
(手動)

(2) 設計書の分割

(3) チェック項目に関する
該当記載箇所の特定

(4) マトリクス形式による
結果の提示

結果
マトリクス

設計書レビュー時

NO チェック項目 必須語 特徴語

１ システムの目的が明記されているか システム 目的

２
前提条件としてハードウェア構成が明
記されているか

構成 前提

ハードウェア

３ 機能一覧が明記されているか
機能 一覧

表

・・・ ・・・

過去
ベストプラクティス
設計書

設計
ガイドライン

判定ルール

手動定義

単語
想起

単語
抽出

図 1 チェックリストの一例 

図 2 提案手法の流れ 

図 3 判定ルールの作成 
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Score(c,d)を算出する．ここで，c はチェッ

ク項目，d は設計書の分割単位，W(c)はチェ

ック項目 c に関する特徴語の集合，TF-

IDF(w,d)は分割単位 d における特徴語 w の

TF-IDF (Term Frequency - Inverse Document 

Frequency) 値，|d|は分割単位のテキストの

長さである． 

Score(𝑐, 𝑑) =
∑ TF-IDF(𝑤,𝑑)𝑤∈𝑊(𝑐)

log2(|𝑑|)
     (1) 

Score(c,d)があらかじめ設定した閾値 aより

も高い場合，分割単位はチェック項目に関

する該当記載箇所であると判定する．閾値 a

よりも低い場合，分割単位はチェック項目

に関する該当記載箇所ではないと判定する． 

2.4. マトリクス形式による結果の提示 

 チェック項目に関する該当記載箇所の特定を，

縦軸をチェックリストのチェック項目，横軸を

設計書の分割単位とするマトリクス形式の表で

提示する．分割単位 dがチェック項目 cに関する

該当記載箇所である場合，マトリクスの d,cに対

応する位置に〇を出力する．また，各チェック

項目について，該当記載箇所がひとつもない場

合，チェック項目に対して「記載なし」のアラ

ートを出力する．出力結果の一例を図 4に示す． 

3 評価実験 
提案手法の有効性を評価するため，実際のシ

ステム開発案件の設計書を対象とし，提案手法

を実装したツールによりチェック項目に関する

該当記載箇所を特定し，実際のレビュー結果と

比較した．対象のチェック項目の数は 27 項目，

設計書のファイル数は 24ファイルであった． 

実験の結果，実際のレビューで記載ありと判

定したチェック項目が 21 項目あり，そのうちの

13 件についてツールが正しく該当記載箇所を特

定できた．また，ツールが該当記載箇所を特定

したチェック項目が 16件あり，このうちの 13件

が正しく該当記載箇所を特定できていた． 

以上より，該当記載箇所特定の再現率は 13/21

＝62%，適合率は 13/16＝81%であった． 

4 考察 
4.1. レビュー工数削減効果 

 開発プロジェクトへのアンケートの結果，設

計書レビュー工程全体のうち，チェック項目の

該当記載箇所をレビュー対象設計書から探す作

業の工数がおよそ 20％を占めていた．実験の結

果から，ツールによりこのうちの 62％を自動化

することができると考えられる．したがって，

ツール利用により設計書レビュー工数を 20％×

62％＝12％削減できる見込みである． 

 

 

4.2. 品質向上効果 

 実験において，11 項目のチェック項目につい

てツールが「記載なし」のアラートを出力した．

このうちの 7項目は実際に設計書内に記載がなく，

さらにその中の 4項目は実際のレビューでは記載

がないことについての指摘が漏れていた．ツー

ル利用により，このようなこれまでレビューで

見落としていた不備の気づきを促進することが

でき，設計書の品質向上に繋がると考える． 

5 今後の課題 
 提案手法の精度は事前定義する判定ルールの

品質に大きく依存するが，品質の良い判定ルー

ルを作成するためには大きな工数がかかる．判

定ルール作成の工数を低減することが今後の課

題である．この課題の解決案として，過去の開

発プロジェクトの設計書とレビュー結果を元に，

チェック項目に関する特徴語を抽出し，判定ル

ールを自動生成する方法を検討中である． 

6 おわりに 
 本研究では，チェックリストを用いた設計書

レビューの支援を目的とし，チェック項目毎に

事前定義した特徴語に基づく判定ルールにより

チェック項目に関する設計書中の該当記載箇所

を特定し提示する手法を提案した．また，実際

のシステム開発案件の設計書を対象とした評価

実験により，提案手法の有効性を示した． 
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図 4 出力結果の一例 
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